
緊急雇用対策に関する提言・要請 

 

平成21年1月14日 

                                  全 国 知 事 会 

 

 米国に端を発した金融危機は、世界的な景気悪化を引き起こし、我が国の雇用情勢

にも大変厳しい影響を与えている。具体的には、昨年秋以降、全国各地で大量の非正

規労働者の契約打ち切りや派遣社員の雇い止め、さらには、新卒者の内定取消しなど、

極めて深刻な事態を招いており、しかも、その勢いは増している。こうした急速に悪

化した雇用環境を改善するために、われわれ地方自治体は、この間、それぞれができ

る範囲で、地域の雇用対策に全力を挙げて取り組んでいる。 

 しかし、本来、雇用政策の一義的な責任と役割は政府にあり、また、地方の取組と

連携することで、更なる効果が期待されているところである。 

そこで、国においては、景気対策・中小企業対策について引き続き万全を期し、

関連予算の早期成立を図るとともに、全国知事会としては、次の事項について、緊急

の雇用対策を速やかに実行されるよう提言し、要請するものである。 

 

１ 国が打ち出した雇用対策の早期実現と実効性ある取組 

 (1) 昨年１０月に公表した「雇用セーフティネット強化対策」、同１２月の「新た     

な雇用対策」、「生活防衛のための緊急対策」の速やかな実現のため、関連予算

の早期成立を図ること。 

(2) 「ふるさと雇用再生特別交付金」、「緊急雇用創出事業交付金」については、

失業者雇用割合などの過度な事業実施要件を撤廃し、地方の裁量により主体的に

取り組むことができるものにすること。 

    また、地方が先行実施した事業への遡及適用を行うこと。 

(3) 地方自治体が行う緊急対策への特別交付税措置については、地方の実情を十

分勘案し、各団体において離職者等の緊急雇用、居住確保対策等を迅速かつ効果

的に実施できるよう十分な支援を行うとともに、早期に配分を行うこと。 

 

２ ハローワークとの連携強化 

就職斡旋の拠点であるハローワークと地方自治体との連携強化を始め、求人と求

職のミスマッチを解消するための一段の取組を行うほか、地方自治体や民間企業

が取り組む雇用対策情報を常時掲載するなど、雇用対策情報の更なるネットワー

ク化に早期に努めること。 

 

３  人材不足への効果的な対応 

人材不足が叫ばれている分野（農林水産業、中小企業、福祉・介護、警備業

等）については、十分な研修の実施や住居の確保などの体制整備を図り、有効な

雇用対策を実現すること。 

 

４ 生活・就労支援の取組強化 

離職者等に対する生活・就労支援として、雇用保険の適用拡大や、きめ細かな職

業訓練の実施、幅広い職業紹介への取組、迅速な公営住宅の提供など、包括的な

取組を強化すること。    



  

５ 非正規労働者の処遇改善の推進 

  雇用調整の影響を受けやすい日雇い派遣労働など非正規労働者の処遇について、  

正規労働者との均衡を踏まえ改善を図るなど、法的な整備についても検討を行う

こと。 

 


